
六ヶ所再処理工場の再処理工程

出典：澤井正子「核燃料サイクルの本当の話をしよ
う」（『科学』2014年5月号）
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〈体積〉 〈体積比〉

 ガラス固化体 １５０リットルガラス固化体 約１，０００本 約１５０㎥

 低レベル濃縮廃液の乾燥処理物 ２００リットルドラム缶 約１，７５０本 約３５０㎥

 低レベル濃縮廃液の固化体 ２００リットルドラム缶 約２５０本 約５０㎥

 廃溶媒の熱分解生成物 ２００リットルドラム缶 約１５０本 約３０㎥

 廃樹脂と廃スラッジ ­ ­ 約１０㎥

 燃料被覆管剪断片と燃料集合体端末片 １，０００リットルドラム缶 約４００本 約４００㎥

チャンネルボックスとバーナブルポイズン ２００リットルドラム缶 約５５０本 約１１０㎥

 雑固体廃棄物 ２００リットルドラム缶 約４，３００本 約８６０㎥

 保障措置分析所から受け入れる雑固体廃棄物 ２００リットルドラム缶 約５０本 約１０㎥

約１，９７０㎥ ５．３

六ヶ所再処理工場で１年間に再処理する
使用済燃料と発生する固体廃棄物の体積

再処理事業所再処理事業変更許可申請書（日本原燃）と内閣府提出資料を基に作成

固
体
廃
棄
物
の
推
定
年
間
発
生
量

再処理する使用済燃料　１年間に８００トン

ＢＷＲ燃料集合体とＰＷＲ燃料集合体を１：１の割合で処理する前提。
ＢＷＲ燃料は２，２８６体（約２０６㎥）、ＰＷＲ燃料は８８９体（約１６９㎥）に相当。

約３７５㎥ １

固　　体　　廃　　棄　　物　　合　　計
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六ヶ所再処理工場で４０年間再処理を行った場合の
使用済燃料と発生する廃棄物の体積比較

出典：澤井正子「核燃料サイクルの本当の話をしよう」（『科学』2014年5月号）
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ＭＯＸ燃料加工の工程

出典：日本原燃「MOX 燃料加工施設加工事業変更許可申請の概要について」
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（2014 年） 

「現在のプルトニウム処理アプローチは、コストの
上昇と財政難のために負担しきれないかもしれな
い(may be unaffordable)。」 

米国 2014 年会計年度予算案「FY2014 BUDGET OF THE U.S. GOVERNMENT」p.90 から引用 

（2015 年）  

「オバマ政権は 2015 年度予算案編成の中で、建設中

の MOX 燃料製造施設（MFFF）および関連施設を“凍

結状態（Cold Standby）”とし、他のプルトニウムオ

プションを検討するように要請した。」 
「平成 26年度発電用原子炉等利用環境調査報告書（米国における原子力政策に関する動向調査）」から引用 
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北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 ９社計

318 792 2,772 1,261 286 1,457 629 275 851 8,632

kWh当たり単価 0.09 0.05 0.18 0.09 0.12 0.16 0.13 0.22 0.21 0.16

標準家庭
負担額（月額、円） 26 15 55 29 36 50 40 67 63 50

kWh当たり単価 0.00 0.00 0.03 0.00 0.01 0.00 0.03 0.04 0.04 0.03

標準家庭
負担額（月額、円） 0 1 10 1 5 0 11 12 13 9

kWh当たり単価 0.08 0.00 0.01 0.03 0.04 0.04 0.04 0.05 0.06 0.03

標準家庭
負担額（月額、円） 25 1 5 10 14 12 12 15 18 10

kWh当たり単価 0.20 0.13 0.20 0.09 － 0.21 － 0.23 0.19 0.16

標準家庭
負担額（月額、円） 61 40 61 29 － 65 － 71 59 49

kWh当たり単価 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38

標準家庭
負担額（月額、円） 113 113 113 113 113 113 113 113 113 113

kWh当たり単価 0.75 0.56 0.80 0.59 0.51 0.79 0.54 0.92 0.88 0.76

標準家庭
負担額（月額、円） 224 167 239 176 152 236 161 275 263 227

経済産業省提出資料を基に作成

＊東京電力の料金原価（３カ年平均）は２０１２年料金改定ベース。北海道電力・東北電力・ 関西電力・四国電力・九州電力料金原価（３カ年平均）は２０１３年料金改定ベース、中
部電力料金原価（３カ年平均）は２０１４料金改定ベース。また、北海道電力は２０１４年、関西電力は２０１５年の電源構成変分認可制度による再値上げを反映。

販　売　電　力　量（億kWh）

使用済燃料
再処理費

特定放射性廃棄物
処分費

原子力発電施設
解体費

原子力損害賠償支
援機構一般負担金

電気料金の請求書に表示されていない原発コスト

電源開発促進税

合　　　計

＊標準家庭の１月当たり電力使用量を３００kWhとして試算。
＊単位未満切り捨てのため、合計が合わない。
＊北陸電力、中国電力の料金原価は２００８年料金改定ベース。
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